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◆お問い合わせ／北海道新聞社営業局（TEL011-210-5713）または 各支社営業部へ（2020.12）

≪「北海道事業承継セミナー」企画≫
日本M&Aセンター様他の協賛を得て、オンラインでセミナーを開催

2019年の帝国データバンク調査によると、後継者不在の企業は約27万5000社(全国・全業種)
の約65.2％に当たる約18万社。北海道の後継者不在率は72.9％となり、調査開始以来、一貫して
他のエリアと比較して最も高くなっています。
※2019年10月時点の企業概要データベース「COSMOS2」（約147万社収録）及び信用調査報告書ファイル（約180万社収録）をもとに、2017年以降の事業承継の実
態について分析可能な社数

＊オンラインでのセミナー開催など、北海道の事例を交えながら、発信することが可能です。

POINT!

＊ウェブサイトにバックナンバー掲載中！【道新 営業局】で検索！（https://adv.hokkaido-np.co.jp/）

（2020年11月21日 朝刊 全道版 全15段）

地域の企業の存続は、雇用や納税にも
関わる大きな問題であり、早急かつ丁寧
に解決していく必要があります。

事業承継には大きく「親族承継」と
「社員承継」と「M&A」といった3つの
手法があります。それぞれの手法を理解
し、よりよい事業承継を実現するために
は、正しい情報を知る必要があります。
今回は北海道経済産業局、北海道、北海
道新聞社が主催となり、M&Aを主として
事業を展開されている日本M&Aセンター
様にご協賛いただき、セミナーの開催が
実現しました。

セミナーでは、青山財産ネットワーク
ス様、日本Ｍ＆Ａセンター様、バトンズ
様よりそれぞれの視点で、事業承継につ
いてご講演いただきました。さらに、実
際に事業承継を経験されたお二人に体験
談をお伺いしました。

当初はリアル開催を予定していました
が、新型コロナウイルス感染拡大により、
完全オンライン開催での実施となりまし
た。集客に不安はあったものの、オンラ
インとなったことで、遠方からも多数ご
参加いただくことができました。

参加者からは「今後も事業承継のセミ
ナーがあれば、ぜひ参加したい」「もっ
と具体的事例を聞いてみたい」との反響
の声がありました。

（本社営業局 野島隼人）

※


